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 経済指標レポート  第 254 号 

（社）関西経済連合会 経済調査部（担当：田村） 

Tel：06－6441－0102 Fax：06－6441－0443 
 

1～3 月期 BSI 自社業況▲63.9 調査開始(2001.3)以来最低の水準 
ただし、先行きはマイナス圏ではあるが上昇が見込まれる 

大阪商工会議所と関経連が会員企業 1,872 社に実施した経営・経済動向調査(調査時期 09 年 2 月 23 日～

3 月 6 日、回答率 30.1%)の結果、1～3 月期の国内景気 BSI(｢上昇｣割合―｢下降｣割合)は▲87.9 となり、調

査開始以来最低の水準となった。自社業況については、1～3 月期の実績見込みの BSI は、▲63.9。前回調

査時の 1～3 月期の予測値▲42.4 を大きく下回り、調査開始以来最低の水準となった。特に製造業の足下の

下落幅が大きい(下図参考)。自社業況の個別の項目ごとにも調査を行ったが、生産・売上高については、減

少を見込む企業が 68.3％、経常利益については 70.8％となり、前回調査から悪化した。 

ただし、先行きについては、マイナス圏ではあるものの上昇が見込まれている。個別項目では、生産・売

上高、経常利益とも、先行きは、ほぼ不変とみる企業が増加し、7～9 月期の増加及びほぼ不変との回答は

5 割を超える。また、在庫については、足下、過剰感が増しているもの、7～9 月期見込みでは、約 8 割の

企業がほぼ適正水準と回答しており、先行き在庫の過剰感もやわらぐと見られ、これも自社業況改善の一因

となっていると見られる。 

近畿経済産業局が発表した近畿地域鉱工業生産動向によると、足下 1 月の在庫は 6 ヶ月ぶりに低下した。

経済産業省が発表した全国の鉱工業生産予測調査によると、3 月 2.9％、4 月 3.1％と上昇を予測している。

景気の先行き、底打ちの時期を探るためにも、これら指標を引き続き注視していく必要がある。 

 

自社業況 BSI 
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＊4 月より、“経済指標レポート”を、内容を充実させ“関西レポート”と改め

ることになりました。引き続きぜひご活用ください。 

なお、“関西レポート”はホームページ上での掲載となります。 

 関経連 HP http://www.kankeiren.or.jp 
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関西経済の動き(1 月指標をもとに) 

 09 年 2 月日経平均株価は 7,695 円、円/ドルレートは 93 円と少し円安に動いた。 
1 月鉱工業生産動向は、多数の業種で生産が低下。6 ヶ月ぶりに在庫は低下。 
2 月輸出の伸率は▲39.8％、輸入は▲38.1%。マイナス幅は過去最大。 
1 月消費者物価指数は 0.1％上昇。しかし、被服及び履物、交通・通信、教養娯楽は下降した。 

 

円・株価の動き（月平均）
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鉱工業指数　生産及び在庫　（前月比）
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出所：近畿経済産業局 資料

在庫　％

 
  
  

大型小売店販売額　（前年同月比）
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出所：近畿経済産業局 資料  

生産・機械受注 

消費･住宅 

◇近畿は前月比 9.4%
減、4 ヶ月連続の低下。

業種別では、一般機械

工業、鉄鋼業、化学工

業(除、医薬品)などが

下落。 
 
 
 
 
 
 
 
◇近畿は既存店ベース

で前年同月比 5.6%減

と 10 月連続の減少。業

態別では、百貨店が同

8.8%減で 11 ヶ月連続

のマイナス、スーパー

は 3.2%。品目別では、

飲食料品とスーパーの

家庭用品がプラス。 



3 

乗用車新規登録･届出台数　（前年同月比）
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新設住宅着工戸数　（前年同月比）

-50.0
-40.0
-30.0
-20.0
-10.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0

12 08/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

％

（全国）

（近畿）

出所：国土交通省 資料  

輸出　（円ベース、前年同月比）
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出所：財務省 税関（全国）、大阪税関（近畿） 資料  

輸入　（円ベース、前年同月比）
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出所：財務省 税関（全国）、大阪税関（近畿） 資料  
 

輸出入 

◇近畿は前年同月比

20.2％減と 6 ヶ月連

続で前年を下回った。

軽四車は 2 ヶ月連続、

普通車及び小型車は

6 ヶ月連続で前年を

下回った。 
 
 
◇近畿は前年同月比

24.1%減と、2 ヶ月連

続の減少。持家は 4
ヶ月連続、分譲住宅は

3 ヶ月連続、比較的堅

調であった貸家も 7
ヶ月ぶりで前年を下

回った。（マンション

発売戸数は、前年同月

比 5.4％減で 5 ヶ月連

続で前年を下回った。

契約率は、好不調の目

安である70％を13ヶ
月連続で下回った。) 
 
◇近畿は前年同月比

39.8%減で、5 ヶ月連

続のマイナス。アジア

向け 38.0%マイナス、

中国向け 31.6%マイ

ナス、アメリカ向け

44.4%マイナス、EU
向け 47.0％マイナス

と大きく落ち込む。 
 
◇近畿は前年同月比

38.1%減で4ヶ月連続

のマイナス。マイナス

幅の大きかった原油

及び粗油については、

価格下落の影響が大

きい。 
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完全失業率　（全国・近畿ともに原数値）
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出所：総務省統計局 資料

有効求人倍率
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出所：厚生労働省 資料  
 

企業倒産件数　（前月比）
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消費者物価指数　（前年同月比）
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(2000年=100)

 

雇用･倒産 

物価 

◇近畿の完全失業率

は 4.7%、3 ヶ月連続

で悪化。全国は 4.2%。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇有効求人倍率は、近

畿 0.69 倍となり前月

(0.76 倍)から低下し

た。新規求人倍率は、

0.95 倍と前月 (0.95
倍)から低下した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇近畿の倒産件数（法

的整理による倒産）は

前月比 13.6％増。前

年同月比 26.9％増。

負債は、前月比 79.4%
増、前年同月比では、

304.2%の大幅増。 
 
 
 
◇近畿は 100.4 で前

年同月比 0.1%上昇。

16 ヶ月連続の上昇だ

が、伸び率は鈍化。品

目別では、食料、光

熱・水道などが上昇

し、被服及び履物、交

通・通信、教養娯楽は

下落した。 


